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Ⅰ．2019 年度に行う防災意識の醸成・向上を 

図るための事業 

 

〈セミナー、シンポジウム等〉 

（１） 日本経済団体連合会 

通年 社会基盤強化委員会 

会員企業に万全の災害対策を呼びかけるとともに、政府に対し、国民の生

命・身体・財産を守り、国民生活、国民経済を維持できる社会の構築を働き

かけ 

 

（２） 経済同友会 

① 通年 防災・震災復興委員会 

平成 23 年 4 月発足。東日本大震災の復興支援等に関し会員等に発信 

② 開催済 防災・震災復興委員会 第 1 回委員会 

  2019 年 7 月 17 日（水）日本工業倶楽部 

  企業の防災・減災対策と地域での連携のあり方 

③ 開催済 防災・震災復興委員会 第 2 回委員会 

  2019年９月 10日（火）霞山会館 

  行政の防災・減災対策の現状と企業との連携について 

④ 開催済 防災・震災復興委員会 第３回委員会 

  2019年 10月 18日（金）同友クラブ 

  福島相双復興推進機構（官民合同チーム）の活動状況について 

⑤ 開催済 防災・震災復興委員会 第４回委員会 

  2019年 11月８日（金）同友クラブ 

 「職場減災」の対極に位置する「個人・家庭減災」の取組について 

⑥ 開催済 防災・震災復興委員会 第５回委員会 

  2019年 12月 5日（木）同友クラブ 

  原発被災地復興のこれまでとこれから～東日本大震災や台風 19号を踏まえて 

⑦ 予定 防災・震災復興シンポジウム 

  2020 年３月４日（水）ウェスティンホテル仙台 

 

（３） 日本労働組合総連合会 

開催済 連合いのちを守る絆フォーラム 2019 

2019年 6月 5日（水）全電通労働会館ホール 

過去の自然災害を風化させず、被災の経験を防災・減災につなげることを目的

に、基調講演や被災地取組状況報告などを実施 
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（４） 公立大学協会 

開催済 LINKtopos 2019（令和元年度全国公立大学学生大会） 

2019 年９月３～５日 高知県幡多郡黒潮町 

防災事業に積極的に取り組む高知県黒潮町において、地域の防災・減災をテーマに、

公立大学生が取り組む地域活動を共有し、研鑽・交流を図る大会を開催 

全国の公立大学の学生、教職員ら約 140 名が参加 

 

（５） 日本薬剤師会 

開催済 第 52 回日本薬剤師会学術大会  

2019 年 10 月 13 日（日）、14 日（月）海峡メッセ下関他（山口県下関市） 

災害対策関連分科会の開催、関連会員発表、ポスター掲示 

 

（６） 日本赤十字社 

開催済・予定 赤十字防災セミナー 

2019 年 4 月 1 日～2020 年 3 月 31 日 

防災・減災に関する知識・意識・技術の普及向上と、地域において災害発生時の応

急対応にあたるリーダー層を育成するため、一般市民を対象に、日本赤十字社各

都道府県支部にて同セミナーを実施予定 

 

（７） 日本消防協会 

① 開催済 少年消防クラブ交流会全国大会 

  2019年 7月 31日－8月 2日、徳島県徳島市 

   少年消防クラブ員が消防の実践的な活動の合同訓練等を通じて他の少年消

防クラブとの親睦を深めるとともに消防団等から被災経験、災害への備え

等を学習 

 ② 開催済 全国女性消防団員活性化青森大会 

   2019年 9月 19日－20日、青森県青森市 

   全国の女性消防団員が消防団活動や先進的取組について情報交換 

 

（８） 日本学術会議、防災学術連携体 

  ①予定 公開シンポジウム「令和元年台風第 19 号に関する緊急報告会」 

    2019年 12月 24日（火）13：00～17：55 日本学術会議講堂、 

［同時中継］常翔ホール（大阪工業大学梅田キャンパス OIT梅田タワー） 

   被害の拡大を防ぎ、地球温暖化と共に激化する気象災害の軽減に取り組むた

め緊急報告会を開催 
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台風第 19 号に関する学会の調査結果を共有し、学会間の情報共有を進め、今

後の対策を総合的に検討する 

②予定 防災学術連携シンポジウム「低頻度巨大災害を考える」 

2020年３月 18日（水）12：30～17：30、日本学術会議講堂 

発生の頻度は低いが極めて大きな被害を及ぼす巨大自然災害を対象に、その

発生可能性と対策に向けた検討を目的として、日本学術会議と防災学術連携

体の関連学会が連携してシンポジウムを開催する 

 

（９） 国立大学協会 

①開催済 高知大学防災推進センターシンポジウム「災害に立ち向かう新たな技術動

向―高知大学の取組― 

2019年 10月、高知商工会館 

主に行政における災害への対策の現状と、高知大学が取組む新たな技術の動向

を広く県民に紹介し、災害への取組の理解を図る。また、パネルディスカッシ

ョンにより、今後の災害対応に関する技術の開発・研究の方向性を図った 

②開催済 少子高齢化/人口減少に対応した国土保全～宇宙も利用した IoT の推進 

2019年 11月 9日（土）、JAビルなごみホール 

宇宙を利用による IoT新時代に関して、国内外における現状の紹介及び、和

歌山県が進めるべき新しい防災/減災に必要不可欠な基幹インフラの将来計画

と展望に関して、広く地域へ紹介を行い、地域防災、地域産業振興に貢献す

る地方大学の働きへの社会理解の増進につなげる 

③開催済 地震火山災害の軽減に貢献する鹿児島大学の観測調査研究 

  2019年 11月 9日（土）、鹿児島大学稲盛会館 

    鹿児島大学が、離島域を含む南北 600ｋｍの広範囲にわたって観測調査を継続

していること、そうした基礎的な研究が地震・火山災害の防災に貢献している

ことを市民にわかりやすく説明 

④開催済 広域連携型国立教育大学による被災地と未災地との協働防災人材教育

―国内外の現状を踏まえて 

  2019年 11月 10日（日）、仙台国際センター 

再定義した「広域連携型大学」としてミッションにかかる新たな取組の意義や

今後取り組むべき方向性について、地域住民や、教職員、国内外の専門家と討

議する機会を創出し、もって、国立大学の地域における存在意義を示し、かつ、

事業の効果的遂行に役立てる 

⑤開催済 日本一の原子力立地県福井県における防災危機管理Ⅷ「近年の地震・津

波災害を教訓として」 

 2019年 11月 16日（土）、きらめきみなと館 
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地震・津波とその防災を目指した研究・教育の取組を主テーマとし、未曽有の

災害から学ぶ教訓とともに、将来の地震に対する災害経験を目指した研究教

育に関する課題提供を行う。シンポジウムでは、５名の講師による講演のほか、

ポスターにて研究所の学生らが日頃の研究教育活動を紹介 

⑥開催済 地域防災セミナー 

2019年 12月 5日（木）、森都心プラザ 

熊本大学の講師が避難を行わない理由として人の「心のクセ」をいうべき認知

バイアスがあることを説明。また、被災地である岡山から防災担当を招聘し、

避難時の状況について講演 

⑦予定 震災復興支援・災害科学研究推進室第 8 回シンポジウム 

  2020年１月 22日（水）、神戸大学百年記念館六甲ホール 

神戸での震災復興や他地域での復興支援に関して、神戸大学が 25年間培って

きた知見と成果を振り返り、今後起こりうる災害に対して課題や備えについ

て、再認識していく 

 

（１０） 日本放送協会 

    開催済 第 3 回愛媛防災シンポジウム 

    2019年５月 18日 

   愛媛新聞社と NHK松山放送局が共同で実施 

「命を守るために、今できること～豪雨被災地からのメッセージ」をテーマ

に、被災地での体験から得られる教訓や各地で始まった防災・減災に関する

取組を紹介した 

 

〈研修・訓練等〉 

（１） 全国子ども会連合会 

① 予定 子ども会安全啓発初級指導者養成講習会 

各都道府県・指定都市子ども会連合組織で開催 

安全啓発初級指導者としての防災に関する素養と啓発力を高める 

② 予定 子ども会安全啓発中級指導者養成講習会 

各都道府県・指定都市子ども会連合組織で開催 

安全啓発中級指導者としての防災に関する素養と啓発力を高める 

 

（２） 日本医師会 

① 開催済危機管理フォーラム２０１９ 

2019 年５月 19 日、日本医師会館  

日米の有識者によるＣＢＲＮＥ、都道府県医師会役職員、医療関係団体、官公庁、
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地方自治体関係者向けのテロ災害に関する研修 

② 開催済 日本医師会マスギャザリングセミナー 

2019 年７月 25 日、日本医師会館 

都道府県医師会、ラグビーワールドカップ２０１９開催都市医師会役職員を主な対象

とし、CBRNE 災害の基礎知識、初期対応やターニケットを用いた止血法実習を内

容とした 

③ 予定 日本医師会ＪＭＡＴ研修会 

2019 年 10 月 22 日～翌年 3 月、数回を予定、日本医師会館他 

医師、看護師、ロジスティックス担当者を対象とした日本医師会災害医療チーム（Ｊ

ＭＡＴ）に関する研修を複数回予定（基本編研修、統括 JMAT 編研修、ロジステック

研修等） 

④ 予定 日本医師会災害時情報通信訓練 

2020 年２月５日に予定 

都道府県医師会、インターネットや衛星電話等による TV 会議を中心とした情報共

有、ＪＭＡＴ派遣等の訓練 

 

（３） 日本歯科医師会 

 2019 年度災害歯科保健医療体制研修会 

①開催済東日本ブロック 

２０１９年 ９月２２日（日）午前１０時３０分～午後５時２０分   

２３日（月・祝）午前 ９時３０分～午後５時 

②開催済中日本ブロック 

２０１９年１１月１６日（土）午前１０時３０分～午後５時２０分   

１７日（日）午前 ９時３０分～午後５時 

③予定西日本ブロック 

２０１９年１２月１４日（土）午前１０時３０分～午後５時２０分   

１５日（日）午前 ９時３０分～午後５時 

災害発生後から被災地の歯科保健医療提供能力が回復するまでの間に、歯科医

療機関及び避難所等において歯科保健医療支援を行うチームの養成研修を支援

する事業業として実施 

 

（４） 日本薬剤師会 

予定 安否確認訓練の実施 

 

（５） 日本防火・防災協会 

通年 防火防災管理講習事業 
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全国２８７市町村で防火管理講習及び防災管理講習会を実施予定  

講習回数 843 回、募集人員 106,000 名程度 

 

（６） 全国地域婦人団体連絡協議会 

① 開催済 第 67 回全国地域婦人団体研究大会 

2019 年 10 月１日、青森県「ホテル青森」 

「復興に向けて」に関する分科会を開催 

② 通年 あたらしい時代の“防災学習会” 

全国 50 カ所 

実践的な防災ネットワークの構築と新しい時代にふさわしい地域防災活動における

基礎知識を学ぶ。全国で約 5,000 人参加予定 

③ 通年 全国各地で行われるブロック会議の分科会 

婦人会・女性会の地域防災活動に関し、研究討議・講演会等を開催 

 

（７） 日本赤十字社 

開催済 日本赤十字社防災教育事業指導者養成研修 

赤十字防災セミナーの運営を中心的に担う指導者を養成するため、赤十字ボランテ

ィア及び日本赤十字社職員を対象に、２０１９年７月日本赤十字社本社にて 3 日間

の研修を実施 

また、日本赤十字社各都道府県支部においても指導者を養成できるよう、２０１９年

度は９府県支部にて同様の研修を試行実施 

 

（８） 日本生活協同組合連合会 

①開催済 安否確認訓練 

2019 年３月 11 日 

全国 26会員生協、約 22,800人の役職員を対象に大規模震災を想定した安否確認

訓練を実施 

2019 年９月９日 

全国 26会員生協、約 18,400人の役職員を対象に大規模震災を想定した安否確認 

訓練を実施 

②開催済 災害対策本部設置訓練 

2019 年５月 31 日、６月 11 日 

夜間・休日での首都直下地震発生を想定した災害対策本部設置訓練を実施 

③開催済 災害時緊急通信訓練 

2019 年 10 月 17 日 

近畿エリアの８会員生協と、南海トラフ地震発災を想定した緊急通信訓練を実施 
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（９）日本放送協会 

① 開催済 首都直下地震対応訓練 

2019 年 4 月 9 日 

中継機器の展開訓練や世界で利用できる衛星電話の通信訓練、スマホを使った中

継訓練を実施 

 ② 開催済 NHK 災害対策訓練 

 2019 年９月２日 

   首都直下地震を想定し、放送・デジタルのバックアップ対応や訪日外国人観光客

への情報発信を担う国際放送・多言語発信訓練などを行った 

 ③ 予定 南海トラフ巨大地震に備える訓練 

    2020年３月 

   南海トラフ巨大地震を想定した災害対策訓練を各局参加の下で実施予定 

 

（１０）日本民間放送連盟 

   開催済 第 23 回報道研修会 

   ２０１９年１１月 14・15 日、民放連会議室 

   若年層を中心とした記者、ディレクターなどが対象 災害報道に関する分科会を設定 

 
〈団体内での会合〉 

（１） 日本商工会議所 

 ① 開催済 予定 役職員による被災地の視察・現地ヒアリング 

【岩手県】12月 大船渡市、宮古市、釜石市 

【宮城県】11月 12月 仙台市、石巻市、塩釜市、気仙沼市 

【福島県】7月、11月、12月 福島市、会津若松市、南相馬市、他４市 

【茨城県】12月 ひたちなか市 

【千葉県】９月 君津市、館山市 

【愛媛県】７月 松山市、大洲市 

②  予定 東日本大震災復興要望を所管大臣等へ提出 

   （来年２月ないし３月） 

③  開催済 月例会議等で東日本大震災に関する復興の進捗状況等を報告 

 

（２） 日本労働組合総連合会 

開催済 被災地（岩手・宮城・福島・熊本・大阪・岡山・愛媛・北海道）地方連合会事

務局長との意見交換会 

2019 年 1 月 11 日、3 月 27 日、5 月 14 日、８月 27 日 
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各被災地の現状報告、各種行動の検討及び情報共有 

 

（３）全国知事会 

   ① 開催済 危機管理・防災特別委員会の開催 

    2019 年５月 13日 

   平成 30年に発生した各災害「北海道胆振東部地震」「大阪北部を震源とする地

震」「平成 30年７月豪雨」にかかる検証報告及び情報共有 

② 開催済 危機管理・防災特別委員会の開催 

 2019年 7月 8日 

  「来るべき大規模災害に備えた教訓に基づき行動するための提言」「復興・創

生期間後も必要となる復興及び防災・減災対策体制の確立を求める提言」な

ど、国への提案・要望事項について協議 

③ 開催済 全国知事会緊急広域災害対策本部の開催 

     2019 年 10月 14日 

   令和元年台風第 15号、第 19号に関する甚大な被害に対応するため緊急広域

災害対策本部を設置し、被害状況の報告及び被災者支援に全力で取り組むこ

とを確認 

④ 開催済 全国知事会緊急広域災害対策本部の開催 

   2019年 10月 21日 

   被害状況及び支援状況等を報告するとともに、本災害について被災地からニ

ーズをとりまとめた緊急要望について協議 

 

（４）全国市長会 

① 開催済 防災対策特別委員会の開催 

2019年 7月 9日（火）、全国都市会館 第 1会議室 

出席委員市長等 32名 

内閣府及び消防庁から災害対策の取組等について説明を聴取し、意見交換 

山形県沖地震に関する報告、意見交換 

   ② 開催済 防災対策特別委員会の開催 

    2019 年 11月 14日（木）、全国都市会館 第 1会議室 

 

（５）全国町村会 

① 開催済 都道府県町村会長会議 

    2019年 11月 26日（火）全国町村会館ホール 

   内閣府から災害対策の取組等について説明聴取 

   出席役員町村会長等約 100 名 
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  ② 予定 財政委員会 

    2020年２月 25日（火）～26 日、宮城県南三陸町内 

   出席委員町村長等 15名 

 

（６）全国都道府県議会議長会 

開催済 国土交通委員会の開催 

2019年 7月 23日、10月 16日 

 

（７）全国市議会議長会 

① 開催済 第 165 回建設運輸委員会（2019 年 8 月 1 日開催） 

内閣府及び国土交通省から災害対策の取組等について説明を聴取し、その要旨を

全市区議会に送付  

② 開催済 第 166 回建設運輸委員会（2019 年 11 月 12 日開催） 

静岡大学防災総合センターの講師より「地域を知り、防災を考える―最近の豪雨災

害事例から学ぶこと―」を聴講し、その要旨を全市区議会に送付 

 

（８）全国市町村教育委員会連合会 

開催済・予定  

年 3 回開催される常任理事・理事会並びに副会長会議において、国の施策等を説

明、各市町村教育委員会における防災意識の醸成・向上を図る。 

開催済 「第１回常任理事・理事会」2019 年 4 月 1２日(金)、学士会館  

開催済 「第 2 回常任理事・理事会」2019 年 7 月５日(金)、学士会館 

開催済 「第 3 回常任理事・理事会」2019 年 10 月 1７日(木)、山口県防府市 アパ

ホテル山口防府 

予定 「第 2 回副会長会議」2020 年 2 月７日(金)、学士会館 

   

（９）日本防火・防災協会 

① 開催済 予定 女性防火クラブの活性化事業 

 「女性防火クラブ全国集会」 

2019 年 10 月 28 日、29 日、千代田区内、約 150 名が参加 

 「応急手当普及啓発推進会議」 

2019 年 10 月 29 日、千代田区、約 150 名が参加 

 「地域の女性防火クラブ員を対象とした救急講習会」 

全国 21 地区、約 2,000 名が参加 

 「市町村女性防火クラブ幹部地域研修会」 

全国 6 ブロック、約 1,000 名が参加予定 
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 「女性防火クラブ地区大会・地区研修会」 

全国約 43 地区、約 45,000 名程度が参加予定 

 「全国婦人防火連合会総会」 

2020 年 1 月、千代田区内、約 65 名が参加予定 

② 予定 少年消防クラブ活性化事業 

・ 「少年消防クラブ指導者交流会」 

2020 年 2 月 15 日、16 日、千代田区内、約 100 名が参加 

・ 「少年消防クラブ地区大会・地区研修会」 

全国 11 地区、約 10,000 名が参加予定 

③ 通年 幼年消防クラブ活性化事業 

・ 「幼年消防クラブ地区大会」 

全国約 48 地区、約 55,000 名が参加予定 

④ 通年 自主防災組織育成事業 

・ 「全国自主防災組織リーダー研修会」 

2019 年 12 月７日、８日、千代田区内、約 90 名が参加 

・ 「市町村自主防災組織指導者地方研修会」 

全国約 19 地区、約 2,500 名が参加予定 

・ 「地域防火団体の地区大会・地区研修会・指導者研修会」 

全国約 19 地区、約 38,000 名が参加予定 

 

（１０）全国連合小学校長会 

① 開催済 第 232 回理事会 

2019 年 5 月 2１日、福島県（福島小学校長）からの報告 

 ② 開催済 東日本大震災被災３県との懇談会 

    2019 年７月８日午後 3時 30分～5時 全連小事務局での情報交換 

 ③ 開催済 第 233 回理事会 

    2019年 10月 16日、岩手県、千葉県、佐賀県の災害報告と情報交換 

④ 開催済 被災地訪問 

2019 年１１月６日～７日、福島第一原子力発電所、福島県小中学校視察 

 

（１１）全日本中学校長会 

① 開催済 東日本大震災被災三県訪問 

   2019年 7月 19日～31日 岩手県、宮城県、福島県の中学校視察 

② 開催済 第２回理事会 

  2019年 10月 23日 台風被害、大雨被害の被害状況等について長野県中学校

長会、千葉県中学校長より報告 
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（１２）日本学術会議、防災学術連携体 

   開催済 第 2 回「防災に関する日本学術会議・学協会・府省庁の連絡会」 

  （日本学術会議防災学術連携委員会（第 24期・第 7回）と同時開催） 

  2019年 6月 13日、日本学術会議講堂 

  学術と行政の平常時の連携を強めるとともに緊急時の連携を図るため、防災

学術連携体と防災に関する府省庁の担当者との連絡会を開催 

     本年度の課題は、「災害時医療と理工学分野の連携」とし、①災害医療関係

の学会（日本災害医学会、日本災害看護学会、日本水環境学会）から問題提

起、②理工学 分野の学会（日本建築学会、地盤工学会、地域安全学会、日

本地震工学会、土木学会、日本地図学会、日本自然災害学会、計測自動制御

学会）から情報提供、続いて③府省庁（厚生労働省医政局、国土地理院、内

閣府防災担当、内閣官房国土強靱化推進室）から情報提供が行われ、今まで

にない、分野を超えた活発な総合的な討論が行われた 

 

（１３）日本生活協同組合連合会 

開催済 全国生協 BCP 対策検討会幹事会 

    2019年 3月 1日 

   2018年の災害対応（大雪、７月豪雨、台風 21号、北海道胆振東部地震

等）を踏まえた BCPマニュアルの整備・改定状況の報告 

     2019年８月２日 

   「全国生協 BCP」改定に向けた論議（進行型災害への対応課題の補強）、

及び、各生協で実施した BCP訓練について情報交換 

 

〈展示〉 

（１） 日本放送協会 

①開催済こころフォト～忘れない～ 

２０１９年 6 月 23 日福島県相馬市 年内に宮城県内で開催予定 

東日本大震災で失われた命の尊さを訴えるために、亡くなった大切な人への思い  

がつづられたメッセージと思い出の写真を展示 

②開催済つくって守ろう みんなで集めた防災アイデア 

２０１９年６月２３日福島県相馬市 

日本中で生み出された防災アイデアの展示や制作体験のワークショップを実施 

③開催済 とくしま防災フェスタ 2019 への出展 

 2019年 10月 27日徳島県北島町 

 昨年７月の西日本豪雨の後に撮影した被災地の様子を VR 映像で体験できる
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ブースを出展 

 

〈キャンペーン〉 

（１）日本薬剤師会 

開催済 第 52 回日本薬剤師会学術大会 

２０１９年 10 月 13 日（日）、14 日（月）、海峡ゆめ広場（山口県下関市） 

薬剤師会が保有するモバイルファーマシー（災害対策医薬品供給車両）を複数台

展示し、災害時の薬剤師の活動を広報 

 

（２）日本赤十字社 

予定 防災・減災プロジェクト～私たちは、忘れない。～ 

２０２０年 3 月１日～31 日（予定） 

防災に対する国民の意識が高まる時期に合わせて、ポスターの提出や、特設サイト

等における防災・減災関連情報の発信を予定 
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Ⅱ．2019 年度に作成する防災に関する普及啓発資料 

 

〈広報誌〉 

（１） 日本経済団体連合会 

  機関紙『月刊経団連』 

会員企業等へ配付 

 

（２） 経済同友会 

月刊誌：広報誌「経済同友」（毎月約 10,000 部発行） 

会員企業、官公庁等へ配布 

 

（３） 全国子ども会連合会 

既刊書：「子ども会でまなぼうさい」 

継続的に使用、頒布 

 

（４） 日本消防協会 

① 月刊誌：普及啓発誌「日本消防」（毎月 9,500 部発行） 

消防団の活動、住民に対する訓練や予防活動等に関する情報を全国に発信

インターネットでバックナンバーを掲載 

URL： http://www.nissho.or.jp/contents/static/kikanshi/kikanshi-top.html 

② 年刊誌：普及啓発誌「守れ わがまち」（毎年 50,000 部発行） 

消防団の役割等を解説。高校の教材としても活用 

 

（５） 日本防火・防災協会 

地域防災に関する総合情報誌「地域防災」（隔月各４万部発行） 

地域防災リーダー、一般向けに地域防災に関連した情報を提供 

消防防災関係機関、自治体図書館や大学の図書館、マスコミに配布し、ホームページ

にも掲載 

URL： httpｓ://www.n-bouka.or.jp 

 

（６） 全国地域婦人団体連絡協議会 

機関紙「全地婦連」（タブロイド判、月 1 回発行） 

各地での防災の取り組み、被災状況及び地域婦人会・女性会の支援活動等について

発信、バックナンバーはｗｅｂにも掲載 

URL： http://www.chifuren.gr.jp/ 
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〈マニュアル〉 

（１） 日本青年会議所 

資料名：災害時初動対応マニュアル２０１９ 

昨年のマニュアルに、初動時の対応とフローを盛り込んで改訂 

 

（２） 日本医師会 

①資料名：救急蘇生法啓発資料 

市民向けの「心肺蘇生法携帯用のカード」やポスター（止血法、骨折時対応、心肺蘇

生法）の制作・配布、ウェブサイトの作成 

②資料名：JMAT 要綱 

日本医師会災害医療チーム（IMAT）の基本方針や役割等を定めており、近年の知見

を基に運用を含めた改善を検討 

 

（３） 日本消防協会 

   資料名：普及啓発誌「消防団幹部実務必携」（毎年約 6,300 部発行） 

住民に対する防火指導等に関する消防団員の指導員研修用資料 

 

（４） 全国地域婦人団体連絡協議会 

資料名：防災まちづくりチェックシート付き学習パンフレット 201９年度版（A4 パンフレット 12 頁）  

防災学習会で配布、女性の視点で地域の防災力を高める 

 

（５） 日本生活協同組合連合会 

資料名：全国生協大規模災害連携計画～全国生協 BCP（第 5 版）～改定 

大規模震災を想定した全国の生活協同組合の対応課題に加え、新たに進行型災

害へ対応課題を補強 

 

〈WEB〉 

（１） 日本経済団体連合会 

資料名：経団連ＳＤＧｓ特設サイト 

ビッグデータを活用した水害リスク情報の提供など、ＳＤＧｓの目標11「住み続けられるま

ちづくりを」等に資する、経団連会員企業各社の取り組みを紹介 

URL： https://www.keidanrensdgs.com/ 

 

 

 

 



15 
 

（２） 日本青年会議所 

資料名：国土強靱化委員会ホームページ 

青年会議所の運動・活動について発信 

URL： http://www.jaycee.or.jp/ 

 

（３） 全国市長会 

  国等の防災に関する取組、被災地に対する各市区から支援等について、情報提供 

URL： http://www.mayors.or.jp/ 

 

（４）全国連合小学校長会 

   東日本大震災・熊本地震からの復興に向けて取り組んでいる学校を全国連合

小学校長会ホームページに掲載 

URL：http://www.zenrensho.jp/ 

 

（５）全日本中学校長会 

東日本大震災に関する教育関係資料（避難所運営の記録、中学校の防災計画、

震災時の対応記録等）をホームページの会員限定ページに掲示 

URL： http://www.zennichu.com/activity03-shinsai.php 

 

（６）日本学術会議 

行政、産業及び国民生活に科学を反映、浸透させることを目的として、内閣総

理大臣の所轄の下、政府から独立して職務を行う「特別の機関」として設立さ

れ、職務は、①科学に関する重要事項を審議し、その実現を図ること、及び②

科学に関する研究の連絡を図り、その能率を向上させることの２つである。防

災・減災に関わるシンポジウムも多く開催され、その分野に関して発信した重

要な答申・提言なども紹介 

URL:http://www.scj.go.jp 

 

（７）防災学術連携体 

防災減災・災害復興に関わる学会のネットワークであり、防災に関わる多分野

の学会が、日本学術会議を要して集まり、学会の連携を進め、緊急事態時に学

会間の緊密な連携がとれるよう備えている。ニュースレターの発信、自然災害

発生時の市民向けの正確な情報発信をはじめ、防災学術連携体の会員学会

（2019年時点で 57団体）の活動紹介、シンポジウムなどの行事案内、資料の

アーカイブを掲載 

URL:https://janet-dr.com/index.html 

http://www.zenrensho.jp/
http://www.scj.go.jp/
https://janet-dr.com/index.html
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（８）日本放送協会 

①資料名：NHK オンライン 「あなたの天気・防災」 

天気予報や防災情報をまとめてホームページに掲載 

今年度は、河川カメラや土砂災害・洪水のハザードマップも新たに掲載 

URL： https://www.nhk.or.jp/kishou-saigai/ 

②資料名：災害列島 命を守る 

災害から命を守るために知っておくべき情報をまとめた特集記事を掲載 

URL：https://www3.nhk.or.jp/news/special/saigai/ 

③資料名：NHK オンライン 「ＮＨＫ そなえる防災」 

防災に関する専門家のコラムや防災に関する知識を動画で紹介 

URL：https://www.nhk.or.jp/sonae/ 

 

（９）日本新聞協会 

災害対策特別委員会報告書を新聞協会会員社サイトに掲載、周知 

URL： https://www.pressnet.or.jp/ 
 

（１０）日本歯科医師会 

災害歯科医療対策や避難所掲示・配布用ポスターなどを掲載、発信 

URL： http://www.jda.or.jp/dentist/disaster/ 

 

（１１）全国社会福祉協議会 

    被災者支援・災害ボランティア活動者向けの留意事項や被災地におけるボランティア

募集情報等を掲載、発信。映像レポート「未来へつなぐ～東日本大震災後の福祉の

取り組み」を同ウェブサイト上で公開 

 URL： https://www.shakyo.or.jp/bunya/saigai/touhokuzisin/index.html 

 

（１２） 日本防火・防災協会 

    資料名：ネット情報提供事業 

防火ネットニュースとインターネット・メールマガジンを毎月配信し、防火防災に関する

情報や幼少年消防クラブ、女性防火クラブ等の最近の活動状況などについて、情報

提供 

URL： httpｓ://www.n-bouka.or.jp 

 

 

 

https://www.nhk.or.jp/kishou-saigai/
https://www.nhk.or.jp/sonae/
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Ⅲ．2019 年度に政府その他の防災関係機関が実施する、防災意識の 

醸成・向上を図るための事業等への協力 

 

〈防災推進国民大会２０１９関係〉 

（１） 経済同友会 

会員への開催周知 

 

（２） 日本青年会議所 

防災に関心がある方、学びたい方を対象としたブース展示 

 

（３） 日本労働組合総連合会 

ブース展示にて防災に関する連合の政策、災害時におけるボランティア派遣の

活動などを紹介 

 

（４） 日本医師会 

愛知県医師会の協力の下、セッションやポスターセッション等に出展 

 

（５） 日本薬剤師会 

薬剤師会が保有するモバイルファーマシー（災害対策医薬品供給車両）を屋外展示

し、災害時の薬剤師の活動を広報 

 

（６） 全国社会福祉協議会 

全国災害ボランティア支援ネットワーク（JVOAD）主催のセッション「見せます!「情報  

共有会議」・災害支援のコーディネーション」 

開催及び出展募集に関する広報 

 

（７） 全国消防長会 

会員への開催周知 

 

（８） 全国地域婦人団体連絡協議会 

   加盟団体への参加呼びかけ 

 

（９） 日本赤十字社 

ワークショップ及びポスターセッションに出展 

ワークショップでは、赤十字防災セミナー特別プログラムを実施し、ポスターセッション

では、日本赤十字社が展開する防災プログラムを紹介 
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（10） 日本消防協会 

2019 年 10 月 19 日（土）14 時 30 分～16 時 メインホール B 

セッションとして「女性パワーが活きる地域防災」を開催し、その結果として決意表明

を決定 

 

（11） 日本学術会議、防災学術連携体 

2019 年 10 月 19 日（土）１６時３０分～１８時 メインホール B 

セッションとして、防災学術連携シンポジウム「あなたが知りたい防災科学の最前線～

激化する気象災害に備える」を開催し、専門家と市民との防災に関わる相互交流を

図り、関連分野の専門家からの講演後に市民の皆様からの質問や要望に応えるコー

ナーも設けた。多くの参加者が聴講され、講演後も熱心な質疑応答があり、市民の皆

様が知りたい気象災害に関する防災科学の最前線を、各分野（気象、土木、建築、

情報、医療、災害学、社会学など）の専門家からわかりやすく伝えた 

 

（１２）日本学術会議 

セッションとして公開シンポジウム「災害を科学と語り継ぎ未来を生きる～伊勢湾台風

の記憶をよみがえらせ、南海トラフ地震津波に備える」（日本学術会議科学技術を生

かした防災・減災政策の国際的展開に関する検討委員会、日本学術会議土木工学

建築学委員会 IRDR 分科会共催）を開催した。会議参加者との質疑応答も活発に行

われ、大変有意義なシンポジウムとなり、「多様な人々が防災の当事者となり、科学の

成果が「腑に落ちる」形で伝わるための工夫と、その媒介役のファシリテータが必要」

という趣旨が参加者によく伝わった。 

 

（１３）日本生活協同組合連合会 

2019 年 10 月 19 日（土）10 時 00 分～12 時 

生活協同組合コープあいちがワークショップ「家庭の防災・備蓄品について考えよう」

を開催・出展 

 

〈津波の日関係〉 

（１） 日本歯科医師会 

都道府県歯科医師会に内閣府作成の「津波防災の日」「世界津波の日」（11 月 5 日）

啓発ポスター配付、歯科医師会館内への掲示 
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（２） 日本薬剤師会 

都道府県薬剤師会に内閣府作成の「津波防災の日」「世界津波の日」（11 月 5 日） 

啓発ポスター配付、掲示を依頼、地域薬剤師会を通じて会員に啓発 

 

（３） 全国社会福祉協議会 

本会関係団体への周知 

 

（４） 日本労働組合総連合会 

全国の地方連合会に内閣府作成の「津波防災の日」「世界津波の日」（11 月 5 日） 

啓発ポスターを配布、各事務所などの掲示を依頼 連合会館内に掲示 

  

〈防災教育チャレンジプラン関係〉 

（１） 全国知事会 

開催済・予定 2019 年度防災教育チャレンジプラン 

2018 年 11 月 22 日～2020 年 2 月（予定） 

主催：防災教育チャレンジプラン実行委員会、内閣府（防災担当）、国立研究開発

法人防災科学技術研究所、協力内容：後援 

 

（２） 全国市長会 

開催済・予定 2019 年度防災教育チャレンジプラン 

2018 年 11 月 22 日～2020 年 2 月（予定） 

主催：防災教育チャレンジプラン実行委員会、内閣府（防災担当）、国立研究開発

法人防災科学技術研究所、協力内容：後援 

 

（３） 全国町村会 

開催済・予定 2019 年度防災教育チャレンジプラン 

2018 年 11 月 22 日～2020 年 2 月（予定） 

主催：防災教育チャレンジプラン実行委員会、内閣府（防災担当）、国立研究開発

法人防災科学技術研究所、協力内容：後援 

 

（４） 日本ＰＴＡ全国協議会 

開催済・予定 2019 年度防災教育チャレンジプラン 

2018 年 11 月 22 日～2020 年 2 月（予定） 

主催：防災教育チャレンジプラン実行委員会、内閣府（防災担当）、国立研究開発

法人防災科学技術研究所、協力内容：後援 
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（５） 全国都道府県教育委員会連合会 

開催済・予定 2019 年度防災教育チャレンジプラン 

2018 年 11 月 22 日～2020 年 2 月（予定） 

主催：防災教育チャレンジプラン実行委員会、内閣府（防災担当）、国立研究開発

法人防災科学技術研究所、協力内容：後援 

 

（６）日本赤十字社 

開催済・予定 2019 年度防災教育チャレンジプラン 

2018 年 11 月 22 日～2020 年 2 月（予定） 

主催：防災教育チャレンジプラン実行委員会、内閣府（防災担当）、国立研究開発

法人防災科学技術研究所、協力内容：後援 

 

〈水防月間等への協力〉 

（１） 全国町村会 

① 開催済 水防月間 

２０１９年 5 月 1 日～5 月 31 日 

主催：国土交通省、内閣府、都道府県、水防管理団体、協力内容：後援 

② 開催済 土砂災害防止月間 

２０１９年 6 月 1 日～6 月 30 日 

主催：国土交通省、都道府県、協力内容：後援 

 

（２） 日本新聞協会 

① 開催済 水防月間 

２０１９年 5 月 1 日～5 月 31 日 

主催：国土交通省、内閣府、都道府県、水防管理団体、協力内容：後援 

② 開催済 土砂災害防止月間 

２０１９年 6 月 1 日～6 月 30 日 

主催：国土交通省、都道府県、協力内容：後援 

③ 開催済 雪崩防災週間 

２０１９年 12 月 1 日～12 月７日 

主催：国土交通省、協力内容：後援 

 

（３）日本民間放送連盟 

① 開催済 水防月間 

  ２０１９年 5 月 1 日～５月 31 日 

  主催：国土交通省、内閣府、都道府県、協力内容：後援 



21 
 

② 開催済 土砂災害防止月間 

  2019年６月１日～6月 30日 

  主催：国土交通省、都道府県、協力内容：後援 

 

〈その他〉 

（１）全国市長会 

開催済 全国防災・危機管理トップセミナー 

2019 年 6 月 12 日（水） 

共催：内閣府（防災）及び消防庁、協力内容：協賛 

 

（２）全国町村会 

開催済 全国防災・危機管理トップセミナー 

2019 年７月３日（水） 

共催：内閣府（防災）及び消防庁、協力内容：協賛 

 

（３）全国都道府県議会議長会 

開催済 地域防災力充実強化大会 

2019年 10月 25日（金） 

主催：消防庁、協力の内容：後援 

 

（４）全国市議会議長会 

①開催済 防犯防災総合展 2019 

2019年６月 6日～６月７日 

主催：防犯防災総合展実行委員会、協力の内容：後援 

②開催済地域防災力充実強化大会 

2019 年 10 月 25 日（金） 

主催：消防庁、協力の内容：後援 

 

（５）全国町村議会議長会 

①開催済 防犯防災総合展 2019 

2019年６月 6日～６月７日 

主催：防犯防災総合展実行委員会、協力の内容：後援 

②開催済 地域防災力充実強化大会 

2019年 10月 25日 

主催：消防庁、協力の内容：後援 
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（６）日本消防協会 

①開催済 地域防災力充実強化大会 

2019 年 10月 25日 

主催：消防庁、協力内容：後援 

②予定 地域防災力向上シンポジウム 

2019年 11月以降 3回、主催：消防庁、協力内容：後援 

 

（７）日本防火・防災協会 

開催済 全国少年消防クラブ交流大会 

2019 年７月 31 日～8 月２日 

主催：総務省消防庁、協力内容：運営に協力・支援 
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Ⅳ．その他、自助、共助の活動 

 

 

〈被災者支援〉 

（１） 日本医師会 

２０１９年度中に大規模災害が発生した場合には、当該被災地へ JMAT（日本医師

会災害医療チーム）を派遣 

 

（２） 日本薬剤師会 

台風第 19号の災害発生に伴い、本会担当役員を先遣隊として宮城、福島、長

野各県薬剤師会に派遣し、被災地域の視察を実施するとともに、当該県薬剤師

会の薬剤師支援活動に協力 

 

（３） 日本労働組合総連合会 

台風 19号災害に対し、会長を本部長、事務局長を統括責任者とする対策本部

を設置し、被害状況の集約や緊急カンパ活動、ボランティア活動など支援活動

を展開 

 

〈研究調査〉 

（１） 日本医師会 

会内の救急災害医療対策委員会において、日本医師会災害医療チーム（ＪＭＡＴ）

の体制整備、マスギャザリング災害対策など救急災害医療対策について検討を実

施予定 

    

（２） 日本歯科医師会 

「災害歯科保健医療連絡協議会」を設置し、歯科医療関係団体が災害発生時に

果たす役割を行動指針として取りまとめ、情報共有 

 

（３） 日本新聞協会 

新聞協会災害対策特別委員会は各社の BCP、災害・障害発生時の相互援助協定

の現状等を調査し、情報共有 

 

（４）日本学術会議 

多くの分野の研究者の連携を図るための課題別委員会「防災減災学術連携委

員会」を設け、防災学術連携体とともに活動 
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（５）防災学術連携体 

平常時から政府・自治体・関係機関との連携を図り、防災に役立てると共

に、緊急事態時に円滑な協力関係が結べるように備え、学術の連携を図るこ

とで、より総合的な視点をもって防災減災研究の向上発達をめざしている 

 

〈その他〉 

（１） 日本経済団体連合会 

国全体としての防災・減災対策及び地域基盤強化に関する基本的な考え方や、

企業におけるＢＣＰ／ＢＣＭの推進、防災・減災技術の開発・普及について提言 

 

（２） 全国都道府県教育委員会連合会 

防災教育に関する関係機関への要望 

 

（３） 日本放送協会 

  開催済 6 月 23 日に福島県相馬市で被災地の復興を支援するため、連続テレビ小説

「なつぞら」出演者のトークショー、「きょうの料理」の公開収録やＮＨＫの番組「ガッテ

ン！」で特に人気が高かった調理の凄ワザを紹介する体験教室などを開催 

 

（４） 全国社会福祉協議会 

都道府県・市区町村社会福祉協議会における災害ボランティア活動支援に関する

取り組みへの支援・協力、被災地におけるボランティア活動の実施状況に関する

広報・情報提供、民生委員・児童委員による災害時要援護者支援活動の普及等に

関する支援・協力、社会福祉法人・福祉施設による防災や福祉避難所支援に関する

取り組みへの支援・協力等 

 

（５） 日本消防協会 

地域の防災活動プランづくりの推進、ラジオ番組「おはよう！ニッポン全国消防団」の

放送、消防団防災学習車両の交付事業（2019 年 10 台交付予定） 

 

（６） 全国地域婦人団体連絡協議会 

   全国加盟団体 47 都道府県＋川崎市の地域婦人会・女性会において活動 

 

（７） 日本赤十字社 

   応急手当や事故防止の知識と技術を提供するため、一般市民を対象に、日本赤十

字社各都道府県支部にて救急法、水上安全法、雪上安全法、幼児安全法及び健康

生活支援講習を実施 


